
第１３号議案 

 

 

町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２９年(２０１７年)２月２４日 

 

                                        提出者  町田市長  石 阪 丈 一 



町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 （町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和３３年１０月町田

市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

  第８条の１０を第８条の１１とし、第８条の９を第８条の１０とし、第８条の８

の次に次の１条を加える。 

（早期流産休暇） 

第８条の９ 任命権者は、妊娠初期において流産した女性職員が、安静加療又は心

身の疲労回復を要するため勤務することが困難な場合における休養として、早期

流産休暇を与えることができる。 

２ 早期流産休暇は、１日を単位として、流産した日の翌日から起算して引き続く

７日以内で与える。ただし、流産した日において病気休暇を承認されている場合

で、当該流産した日の翌日から起算して６日以内に当該病気休暇が終了するとき

は、１日を単位として、当該病気休暇が終了する日の翌日から、当該流産した日

の翌日から起算して７日を経過する日までを限度として、引き続く日数を与え

る。 

  第１２条の２第２項中「前項に規定する者」を「要介護者」に改め、「同項に規

定する」及び「、介護休暇の期間の初日から２年間に限り」を削る。 

  第１２条の３の次に次の１条を加える。 

  （介護時間） 

第１２条の４ 任命権者は、職員が請求した場合において、当該職員が要介護者 

の介護をするため勤務しないことが相当であると認められるときは、１日の勤務

時間の一部について勤務しないこと（以下「介護時間」という。）を承認するも

のとする。 

２ 介護時間は、要介護者の各々が２週間以上にわたり介護を必要とする一の継続

する状態ごとに、当該介護時間の取得の初日から連続する３年の期間内において
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与える。ただし、当該要介護者に係る介護休暇を承認されている期間内において

は、介護時間を与えることはできない。 

３ 介護時間は、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日につき２時間を

超えない範囲内で、３０分を単位として与える。 

４ 第９条第１項に規定する育児時間又は町田市職員の育児休業等に関する条例

（平成４年６月町田市条例第２２号）第１０条第１項に規定する部分休業の承認

を受けて勤務しない職員に対する介護時間は、１日につき２時間から当該承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で与える。 

５ 任命権者は、介護時間を承認し、又は利用の状況を確認するため、介護を必要

とすることを証する証明書等の提出を求めることができる。 

  第１３条の３の見出し中「育児」の次に「又は介護」を加え、同条に次の１項を

加える。 

 ２ 前項の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合において、

同項中「３歳に満たない子を養育する職員（当該職員の配偶者で当該子の親であ

るものが、任命権者が別に定める者に該当する場合を除く。）が当該子を養育」

とあるのは「要介護者のある職員が当該要介護者を介護」と読み替えるものとす

る。 

（町田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 町田市職員の育児休業等に関する条例（平成４年６月町田市条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条の２を第２条の３とし、第２条の次に次の１条を加える。 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

 第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親である職員（児童の親

その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、

同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することが
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できない職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託されてい

る当該児童とする。 

第３条の見出し中「再度の育児休業をすることができる」を「育児休業法第２条

第１項ただし書の条例で定める」に改め、同条第１号中「、若しくは」を「、又は」

に、「、当該育児休業」を「当該育児休業」に、「失い、又は第５条に規定する事

由に該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された」を「失った」に、「休

養若しくは」を「休養又は」に、「若しくは同条の規定による承認に係る子が死亡

し、又は養子縁組等により職員と別居する」を「が次に掲げる場合に該当する」に

改め、同号に次のように加える。 

ア 死亡した場合 

   イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 

第３条第５号中「再度の」を削り、同号を同条第６号とし、同条第４号中「当該

育児休業をした職員の配偶者（当該子の親であるものに限る。）が」を削り、「に

わたり当該子を育児休業その他の町田市規則（以下「規則」という。）で定める方

法により養育した」を「を経過した」に、「当該職員」を「当該育児休業をした職

員」に、「請求の際両親が当該方法」を「承認の請求の際、育児休業」に改め、同

号を同条第５号とし、同条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の

次に次の１号を加える。 

（２）育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したことにより当該

育児休業の承認が取り消された後、同条に規定する承認に係る子が次に掲げる

場合に該当することとなったこと。  

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求

に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定した

場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第

３号の規定による措置が解除された場合 
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  第７条第１項中「３箇月」を「３月」に、「６箇月」を「６月」に、「規則」を

「町田市規則（以下「規則」という。）」に改め、同条第２項中「町田市職員勤勉

手当支給規則（昭和３３年２月町田市規則第１号）第２条第１項に規定する」を「勤

勉手当に係る規則で定める」に、「６箇月」を「６月」に改める。 

第１０条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定する

部分休業をいう。以下同じ。）」を加え、同条第２項中「の規定による」を「に規

定する」に、「を承認されている」を「又は職員勤務時間条例第１２条の４第１項

に規定する介護時間の承認を受けて勤務しない」に改め、「当該育児時間」の次に

「又は介護時間の承認を受けて勤務しない時間」を加える。 

（町田市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正） 

第３条 町田市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７年１２月町田市条例第

４８号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２６条の６第１項、第２項」を「第２６条の６第１項から第３項ま

で」に改める。 

  第１１条を第１２条とし、第７条から第１０条までを１条ずつ繰り下げ、第６条

の次に次の１条を加える。 

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情） 

第７条 法第２６条の６第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者同行休業の期

間の延長後の期間が満了する日における当該配偶者同行休業に係る配偶者の第

４条第１号の外国での勤務が同日後も引き続くこととなり、かつ、その引き続く

ことが当該延長の請求時には確定していなかったことその他任命権者がこれに

準ずると認める事情とする。 

（町田市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第４条 町田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３３年２月町田市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１０項中「第９条第１項第１号」を「第１０条第１項第１号」に改める。 
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  第１０条中「その勤務しないことにつき、任命権者の承認があった場合を除くほ

か」を「勤務時間条例第５条の３第１項に規定する時間外勤務代休時間又は休日（勤

務時間条例第６条に規定する休日及び勤務時間条例第６条の２第１項の規定によ

り指定された代休日をいう。第１２条において同じ。）である場合、勤務時間条例

に定める休暇（勤務時間条例第１０条に規定する生理休暇については市規則で定め

る日数を限度とし、勤務時間条例第１２条の２に規定する介護休暇及び勤務時間条

例第１２条の４に規定する介護時間を除く。）による場合その他その勤務しないこ

と、及び給与の減額をしないことにつき任命権者の承認がある場合を除き」に、「当

り」を「当たり」に、「または」を「又は」に改める。 

 （町田市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第５条 町田市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２０年１

０月町田市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  第２０条第１項中「その勤務しないことにつき管理者の承認のあった場合を除く

ほか」を「時間外勤務代休時間又は休日である場合、管理者が別に定める休暇によ

る場合その他その勤務しないこと、及び給与の減額をしないことにつき管理者の承

認がある場合を除き」に改め、同条第２項を削る。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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＿部分は改正部分 

町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（早期流産休暇）  

第８条の９ 任命権者は、妊娠初期において流

産した女性職員が、安静加療又は心身の疲労

回復を要するため勤務することが困難な場合

における休養として、早期流産休暇を与える

ことができる。 

 

２ 早期流産休暇は、１日を単位として、流産

した日の翌日から起算して引き続く７日以内

で与える。ただし、流産した日において病気

休暇を承認されている場合で、当該流産した

日の翌日から起算して６日以内に当該病気休

暇が終了するときは、１日を単位として、当

該病気休暇が終了する日の翌日から、当該流

産した日の翌日から起算して７日を経過する

日までを限度として、引き続く日数を与える。 

 

（母子保健健診休暇） （母子保健健診休暇） 

第８条の１０ 略 第８条の９ 略 

（妊婦通勤時間） （妊婦通勤時間） 

第８条の１１ 略 第８条の１０ 略 

（介護休暇） （介護休暇） 

第１２条の２ 略  第１２条の２ 略  

２ 介護休暇は、要介護者の各々が２週間以上

にわたり介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、連続する６月の期間内において必要

と認められる期間及び回数について与える。

ただし、６月の期間経過後であっても、更に

２回まで通算１８０日（６月の期間内におい

て既に承認した期間を含む。）を限度として

与えることができる。 

２ 介護休暇は、前項に規定する者の各々が２

週間以上にわたり同項に規定する介護を必要

とする一の継続する状態ごとに、連続する６

月の期間内において必要と認められる期間及

び回数について与える。ただし、６月の期間

経過後であっても、介護休暇の期間の初日か

ら２年間に限り、更に２回まで通算１８０日

（６月の期間内において既に承認した期間を

含む。）を限度として与えることができる。 

３～５ 略 ３～５ 略 

（介護時間）  

第１２条の４ 任命権者は、職員が請求した場

合において、当該職員が要介護者の介護をす

るため勤務しないことが相当であると認めら

れるときは、１日の勤務時間の一部について

勤務しないこと（以下「介護時間」という。）
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＿部分は改正部分 

町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

を承認するものとする。 

２ 介護時間は、要介護者の各々が２週間以上

にわたり介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、当該介護時間の取得の初日から連続

する３年の期間内において与える。ただし、

当該要介護者に係る介護休暇を承認されてい

る期間内においては、介護時間を与えること

はできない。 

 

３ 介護時間は、正規の勤務時間の始め又は終

わりにおいて、１日につき２時間を超えない

範囲内で、３０分を単位として与える。 

 

４ 第９条第１項に規定する育児時間又は町田

市職員の育児休業等に関する条例（平成４年

６月町田市条例第２２号）第１０条第１項に

規定する部分休業の承認を受けて勤務しない

職員に対する介護時間は、１日につき２時間

から当該承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で与える。 

 

５ 任命権者は、介護時間を承認し、又は利用

の状況を確認するため、介護を必要とするこ

とを証する証明書等の提出を求めることがで

きる。 

 

（育児又は介護を行う職員の時間外勤務等の

免除） 

（育児を行う職員の時間外勤務等の免除） 

第１３条の３ 略 第１３条の３ 略 

２ 前項の規定は、要介護者を介護する職員に

ついて準用する。この場合において、同項中

「３歳に満たない子を養育する職員（当該職

員の配偶者で当該子の親であるものが、任命

権者が別に定める者に該当する場合を除く。）

が当該子を養育」とあるのは「要介護者のあ

る職員が当該要介護者を介護」と読み替える

ものとする。 
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＿部分は改正部分 

町田市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

者） 

 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める者は、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の４第１号に規定する養育

里親である職員（児童の親その他の同法第２

７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親として当該児童を委託

することができない職員に限る。）に同法第

２７条第１項第３号の規定により委託されて

いる当該児童とする。 

 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める期間） 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める期間） 

第２条の３ 略 第２条の２ 略 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情） 

（再度の育児休業をすることができる特別の

事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情と

する。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情と

する。 

（１） 育児休業をしている職員が産前の休

養を始め、又は出産したことにより当該育

児休業の承認が効力を失った後、当該産前

の休養又は出産に係る子が次に掲げる場合

に該当することとなったこと。 

 

 

 

 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により職員と別居するこ

ととなった場合 

（１） 育児休業をしている職員が産前の休

養を始め、若しくは出産したことにより、

当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

５条に規定する事由に該当したことにより

当該育児休業の承認が取り消された後、当

該産前の休養若しくは出産に係る子若しく

は同条の規定による承認に係る子が死亡

し、又は養子縁組等により職員と別居する

こととなったこと。 

（２） 育児休業をしている職員が第５条に

規定する事由に該当したことにより当該育

児休業の承認が取り消された後、同条に規

定する承認に係る子が次に掲げる場合に該

当することとなったこと。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 
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＿部分は改正部分 

町田市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第

８１７条の２第１項の規定による請求

に係る家事審判事件が終了した場合

（特別養子縁組の成立の審判が確定し

た場合を除く。）又は養子縁組が成立

しないまま児童福祉法第２７条第１項

第３号の規定による措置が解除された

場合 

（３） 略 

（４） 略 

（２） 略 

（３） 略 

（５） 育児休業（この号の規定に該当した

ことにより当該育児休業に係る子について

既にしたものを除く。）の終了後、３月以

上の期間を経過したこと（当該育児休業を

した職員が、当該育児休業の承認の請求の

際、育児休業により当該子を養育するため

の計画について育児休業等計画書により任

命権者に申し出た場合に限る。）。 

（４） 育児休業（この号の規定に該当した

ことにより当該育児休業に係る子について

既にしたものを除く。）の終了後、当該育

児休業をした職員の配偶者（当該子の親で

あるものに限る。）が３月以上の期間にわ

たり当該子を育児休業その他の町田市規則

（以下「規則」という。）で定める方法に

より養育したこと（当該職員が、当該育児

休業の請求の際両親が当該方法により当該

子を養育するための計画について育児休業

等計画書により任命権者に申し出た場合に

限る。）。 

（６） 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと、配偶者と別居したことその他の育

児休業の終了時に予測することができなか

った事実が生じたことにより、当該育児休

業に係る子について育児休業をしなければ

その養育に著しい支障が生じることとなっ

たこと。 

（５） 配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと、配偶者と別居したことその他の育

児休業の終了時に予測することができなか

った事実が生じたことにより、当該育児休

業に係る子について再度の育児休業をしな

ければその養育に著しい支障が生じること

となったこと。 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支

給） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支

給） 

第７条 町田市職員の期末手当支給に関する条

例（昭和３３年７月町田市条例第３４号）第

２条に規定するそれぞれの基準日に育児休業

をしている職員のうち、基準日以前３月以内

（基準日が１２月１日であるときは、６月以

内）の期間において勤務した期間（町田市規

則（以下「規則」という。）で定めるこれに

第７条 町田市職員の期末手当支給に関する条

例（昭和３３年７月町田市条例第３４号）第

２条に規定するそれぞれの基準日に育児休業

をしている職員のうち、基準日以前３箇月以

内（基準日が１２月１日であるときは、６箇

月以内）の期間において勤務した期間（規則

で定めるこれに相当する期間を含む。）があ
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＿部分は改正部分 

町田市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

相当する期間を含む。）がある職員には、当

該基準日に係る期末手当を支給する。 

る職員には、当該基準日に係る期末手当を支

給する。 

２ 勤勉手当に係る規則で定めるそれぞれの基

準日に育児休業をしている職員のうち、基準

日以前６月以内の期間において勤務した期間

がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当

を支給する。 

２ 町田市職員勤勉手当支給規則（昭和３３年

２月町田市規則第１号）第２条第１項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている

職員のうち、基準日以前６箇月以内の期間に

おいて勤務した期間がある職員には、当該基

準日に係る勤勉手当を支給する。 

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第１０条 部分休業（育児休業法第１９条第１

項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）

の承認は、正規の勤務時間の始め又は終わり

において、３０分を単位として行うものとす

る。 

第１０条 部分休業の承認は、正規の勤務時間

の始め又は終わりにおいて、３０分を単位と

して行うものとする。 

２ 町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例（昭和３３年１０月町田市条例第４

６号。以下「職員勤務時間条例」という。）

第９条第１項に規定する育児時間又は職員勤

務時間条例第１２条の４第１項に規定する介

護時間の承認を受けて勤務しない職員に対す

る部分休業の承認については、１日につき２

時間から当該育児時間又は介護時間の承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えな

い範囲内で行うものとする。 

２ 町田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例（昭和３３年１０月町田市条例第４

６号。以下「職員勤務時間条例」という。）

第９条第１項の規定による育児時間を承認さ

れている職員に対する部分休業の承認につい

ては、１日につき２時間から当該育児時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 
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＿部分は改正部分 

町田市職員の配偶者同行休業に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２６条の６第１項から第３項まで、第６項か

ら第８項まで及び第１１項の規定に基づき、

職員の配偶者同行休業（同条第１項に規定す

る配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に関

し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２６条の６第１項、第２項、第６項から第８

項まで及び第１１項の規定に基づき、職員の

配偶者同行休業（同条第１項に規定する配偶

者同行休業をいう。以下同じ。）に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができ

る特別の事情） 

 

第７条 法第２６条の６第３項の条例で定める

特別の事情は、配偶者同行休業の期間の延長

後の期間が満了する日における当該配偶者同

行休業に係る配偶者の第４条第１号の外国で

の勤務が同日後も引き続くこととなり、かつ、

その引き続くことが当該延長の請求時には確

定していなかったことその他任命権者がこれ

に準ずると認める事情とする。 

 

 （配偶者同行休業の承認の取消事由）  （配偶者同行休業の承認の取消事由） 

第８条 略 第７条 略 

 （届出）  （届出） 

第９条 略 第８条 略 

 （配偶者同行休業に伴う任期付採用及び臨時

的任用） 

 （配偶者同行休業に伴う任期付採用及び臨時

的任用） 

第１０条 略 第９条 略 

 （配偶者同行休業をした職員の職務復帰後に

おける号給の調整） 

 （配偶者同行休業をした職員の職務復帰後に

おける号給の調整） 

第１１条 略 第１０条 略 

 （委任）  （委任） 

第１２条 略 第１１条 略 
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＿部分は改正部分 

町田市一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（初任給、昇格及び昇給の基準） 

第４条 略 

２～９ 略 

１０ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採

用に関する法律（平成１４年法律第４８号。

以下「任期付職員法」という。）第４条第１

項若しくは第５条、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第１１０号）第

６条第１項第１号又は町田市職員の配偶者同

行休業に関する条例（平成２７年１２月町田

市条例第４８号）第１０条第１項第１号の規

定により採用された職員の給料月額は、その

者に適用される給料表の再任用職員の欄に掲

げる給料月額のうち、その者の属する職務の

級に応じた額とする。 

（初任給、昇格及び昇給の基準） 

第４条 略 

２～９ 略 

１０ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採

用に関する法律（平成１４年法律第４８号。

以下「任期付職員法」という。）第４条第１

項若しくは第５条、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第１１０号）第

６条第１項第１号又は町田市職員の配偶者同

行休業に関する条例（平成２７年１２月町田

市条例第４８号）第９条第１項第１号の規定

により採用された職員の給料月額は、その者

に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げ

る給料月額のうち、その者の属する職務の級

に応じた額とする。 

（給与の減額） （給与の減額） 

第１０条 職員が勤務しないときは、勤務時間

条例第５条の３第１項に規定する時間外勤務

代休時間又は休日（勤務時間条例第６条に規

定する休日及び勤務時間条例第６条の２第１

項の規定により指定された代休日をいう。第

１２条において同じ。）である場合、勤務時間

条例に定める休暇（勤務時間条例第１０条に

規定する生理休暇については市規則で定める

日数を限度とし、勤務時間条例第１２条の２

に規定する介護休暇及び勤務時間条例第１２

条の４に規定する介護時間を除く。）による場

合その他その勤務しないこと、及び給与の減

額をしないことにつき任命権者の承認がある

場合を除き、その勤務しない１時間につき、

第１４条に規定する勤務１時間当たりの給与

額を、その勤務しなかった月又は翌月以降の

給与から減額するものとする。 

第１０条 職員が勤務しないときは、その勤務

しないことにつき、任命権者の承認があった

場合を除くほか、その勤務しない１時間につ

き、第１４条に規定する勤務１時間当りの給

与額を、その勤務しなかった月または翌月以

降の給与から減額するものとする。 
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＿部分は改正部分 

町田市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（給与の減額） （給与の減額） 

第２０条 企業職員が勤務しないときは、時間

外勤務代休時間又は休日である場合、管理者

が別に定める休暇による場合その他その勤務

しないこと、及び給与の減額をしないことに

つき管理者の承認がある場合を除き、その勤

務しない１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

第２０条 企業職員が勤務しないときは、その

勤務しないことにつき管理者の承認のあった

場合を除くほか、その勤務しない１時間につ

き、勤務１時間当たりの給与額を減額して給

与を支給する。 

 ２ 企業職員が部分休業（当該企業職員がその

小学校就学の始期に達するまでの子を養育す

るため１日の勤務時間の一部を勤務しないこ

とをいう。）又は介護休暇（当該企業職員が

配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理

者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるものの介護をするため、勤

務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）の承認を受けて勤務

しない場合には、前項の規定にかかわらず、

その勤務しない日又は時間について１時間に

つき、勤務１時間当たりの給与額を減額して

給与を支給する。 
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